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|事i市長候補はごみ有料化見直しを公約すべき
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市長選立候補者は､ごみ有料化の見直しを公約すべき1

凧市のごみ処理有料化が昨年1,周から始測洲鮒物価続騰硬恵罠言
'家計への負担をじわじわと感じています。ごみ処理有料化は、山本市長が提案し、市議会
が多数で、 4万人余の市民の反対請願を無視してまで強行i"たものです。

神奈川県凌の市で有料化している市は、藤沢市と大和市だけです。大和市では、昨年の

市長選挙で、ごみ袋値下げを公約した大木哲氏が当選し、現在見直し中です。

本年2月に藤沢市長選挙は行われます。各市長候補がごみ有料化問題について見直しを

公約に掲げるか否かは、即、市民の家計につながることなので、注目されます。

現在、ごみ有料化反対署名運動を行った市民3人が原告となり、藤沢市(代表藤沢市長）

を被告として、横浜地裁に「ごみ有料化条例無効確認等請求事件」の裁判中です。

原告市民の主張は、藤沢市廃棄物条例の一部改正により強捌的に課せられる指定袋購入

による手数料支払いの義務はないとの確認を求めるものです。

被告の市は、ごみ有料化の根拠となる法律は、地方自治法227条であり、市民が有料

指定袋を購入し、ごみを指定場所に出すことにより手数料を徴収できると主張しています。

これに対し、原告市民は，「手数料」は、市町村の事務で。身分証明、印鑑証明など一個

人の要求に基づきその者の利益のために市が行う事務に限っており、市のごみ処理手数料

（袋代）は、市民全体から強制的に徴収されるものであり、特定の一個人の要求によるも

のではない。また、廃掃法では、一般廃棄物の収集運搬処分は、市が行わなければならな

いとしています。従って、ごみ処理手数料は，地方自治法・廃掃法上も徴収できないもの
であり、 いままで、‐一般会計で処理されているもので、市民にとっては、税金の言重取り

になります。

裁判長から、被告の市に対し、藤沢市のごみ有料袋は高すぎるのではないか、ごみ処理

費(収集・運搬・処分費)まで、市民から手数料として徴収できるか、とﾔﾐう質問があり、

l l月の裁判では、市は排出者にごみの排出量に応じて処理経費の一部を手数料として負

担していただくなどと要領を得ない回答をし、原告からは、市の考え方が違法であること
を立証しました。（次頁掲載資料参照）

裁判長から、市は再度、ごみ処理手数料徴収が地方自治法227条に反しないという文

献、判例等と、ごみ手数料の金額、使途などを決めた根拠を提出するよう求められました。

市長選立候補者は、ごみ裁判の経緯、県内他市の現状、市民の負担などを見極めて、ご

み有料化の見直しを市長選挙の公約として掲げ､市民の選択を受けるべきです。（諏訪謙司）
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